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昆虫病原糸状菌 の 特性と利用技術
ぎよ う と く ゆたか

熊本県農業研究 セ ンター果樹研究所 行 徳 裕
微生物的防除の素材として利用される天敵微生物に

は， 昆虫病原ウイルス， 見虫病原細菌， 昆虫病原糸状菌

および昆虫病原原生動物の 4種類がある。 これまで， 数

多 く の昆虫から天敵微生物が分離され， 防除試験が実施

されているが， 実用化されている天敵微生物はほんの一

握 り である。 現在， わが国において利用されているもの

は， チ ャハマ キとチ ャノコカクモンハマ キの頼粒病ウイ

ル ス(GV)， 見虫病 原細菌Bacillus thur ingiensis， 見

虫病原糸状菌Bea uver i a brongn ia rt i i の 4種にす ぎ な

い 。 しかし， 食品の安全性や環境保全に対する消費者の

関心が高まるとともに， 化学合成農薬に代わる方法とし

て， 微生物農薬を含む生物農薬が注目されてきている。

近年， 多 く の研究機関で天敵微生物を利用する防除試

験が実施されるようになった。 このなかには Vert icil

l ium leca n i i， Meta rh iz ium a n isoPl i a e など実用化が近い

ものも含まれており， 微生物農薬の種類や使用量は増加

してい く ものと考 えられる。

4種類の天敵微生物はそれぞれ特徴があり， 一括して

取り扱 うのは難しい。 本稿 では， 昨 年登録されたB.

brongn ia rt i i 製剤(バ イオリサ・カミキリ@) に関する

試験結果を例に取りながら， 昆虫病原糸状菌製剤の特

徴， 施用方法， 試験方法， 評価方法および実用上の問題

点、について解説したい。

I 昆虫病原糸状菌の特徴

昆虫病原糸状菌には， 病原菌を定着させ永続的に害虫

の密度を下げることを目的とする利用法と， 化学合成農

薬のように一時的な密度抑制効果を目的とする利用法の

二つがある。 B. brongn ia rt i i 製剤 あ る いは試験中の昆

虫病原糸状菌では， すべて一時的な密度抑制効果を目的

として開発が進められている。

昆虫病原糸状菌は対象害虫の体表に分生子が付着・発

芽し， 菌糸が体腔内へ侵入することで感染し， 最終的に

害虫を死亡させる。 この特徴が昆虫病原糸状菌を農薬的

に使用する場合の問題点となる。 最も大きい問題は， 遅

効的であるという点である。 菌や菌株の種類， 分生子の

付着量によって差が認められるが， 分生子が付着して死
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亡するまでに 1週間 �lO臼 以上が必要である。 また，

分生子が発芽し体腔内に侵入するためには， 高い湿度と

好適な温度が一定期間維持されることが必要である。 こ

のため， 体腔内へ侵入するまでに必要な時間は， 野外で

施用する場合は気象条件に， 施設で施用する場合は栽培

管理によって左右される。 さらに， 感染個体の摂食量・

体重， 産卵(仔)は， 死亡する直前まで変化が認められな

いことも問題である(図 1)。

このような欠点を持つため， 昆虫病原糸状菌は， 利用

できる害虫が限定される。 一般に， 施用世代の防除効果

を必要としない(次世代の密度を低下させることを目 的

に親世代に施用する) 場合や要防除水準が比較的高い害

虫に有効であるとされている。 しかし， 要防除水準が低

い害虫であっても， V. leca n i i 製剤(MY COTOL@ な

ど)のように， 発生初期に施用することで防除に利用す

ることも可能である。

昆虫病原糸状菌は施用による直 接 の効果以外に， 飛散

分生子， 菌汚染虫(体表面に分生子が付着した個体) に

よる水平伝播， 菌叢生虫(体表に菌糸が叢生した病死

虫) への接 触， あるいはその体表に形成された分生子の
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図 ー 1 B. brongniartii に 感染 し た ゴ マ ダ ラ カ ミ キ リ 成虫

の産卵数 ( 白 丸) . 排 糞 量 (黒丸) お よ び 生 存 率
(破線) の推移 (柏尾 ・ 氏家. 1988) 
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接種虫の B. brongniartii 菌接種後の経過 日 数
図 - 2 キ ポ シ カ ミ キ リ に お け る B. broηgniartii に よ る 菌

汚染虫か ら の 水平伝播" (堤 ・ 山 中 ， 1985) 

左 : 雄汚染虫 か ら の 水平伝播， 右 : 雌汚染虫 か ら の

水平伝播， 白 丸 . 菌叢生虫率， 黒丸 : 死亡虫率
" : B. br01もgniartii 製剤上 を歩行 さ せ た 個体を処理[ 0 

日 目 か ら 毎 日 ， 異 な る 異性の健全虫 と 30 分同居 さ せ
た . 同居 さ せ た 健全虫 は 個体飼育 し て 感染 の 有無 を
調査 し た .

飛 散による二 次感染の効果も期待 される。 B. bron. 

gnia げが では， 菌接種 5 日後まで菌汚染虫から健全虫に

水平伝播することや， 菌叢生虫から他個体へ二次感染す

ることが明らかにされている(図 2 ・ 表一1)。 このほか，

昆虫病原糸状菌は種特異性が高く， 天敵に対する悪影響

がないことや， 環境への負荷が少ないことなどの利点も

ある。

E 昆虫病原糸状菌の施用 法

昆虫病原糸状菌の感染は， 分生子が体表に付着するこ

とから始まる。 したがって， 高い効果を得るためには，

対象害虫の体表に効率よく分生子を付着させる施用方法

が必要である。 昆虫病原糸状菌の施用 法には， ①分生 子

懸濁液の散布， ②分生子と菌糸を含む培地(以下， 培養

担体)の施用， ③分生子を付着させた菌汚染虫の放飼，

がある。

分生子懸濁液の散布は， 圃場に発生しているすべての

対象害虫に対して分生子を付着させることが可能な施用

方法である。 また， 農薬と同じ方法で施用できるため，

簡便であり， 普及性が高い。

培養担体は培地を含む製剤であるため， 施用が煩雑と

なる場合が多い。 また， 植物全体へ施用することが難し

く， 分生子を対象害虫へ付着させるために特殊な施用方

法が必要となる。 しかし， 培地の栄養分を利用して分生

子が再生産されるため， 分生子懸濁液の散布に比べ残効

が長いという長所がある。

菌汚染虫の放飼は放飼個体からの水平伝播や二次感染

を利用して密度を抑制する方法である。 この方法には，

大量の放飼個体を確保する必要があること， 放飼個体が

表 - 1 B. brongniartii に感染 し 菌 を 叢 生 し

た ゴ マ ダ ラ カ ミ キ り か ら の 二 次 感

染"

反 復

2 

病死 ま での

日 数 ( 日 )

9 . 4  
7 . 8  

剖 : l X 1 X 1 m の網ケ ー ジ に 菌が叢生 し た

病死虫 を 校 に 固定 し ， 健全虫 を 2 日 開放

飼 し た . 回収 し た 個体 は個体飼育 を行い

感染の有無 を 調査 し た .

植物に被害を与える場合は利用できないことなど， 多く

の問題点がある。

B. brongnia rtii は， 対象害虫であるカミキリムシ類

の発生期間が 2 �3 か月と長いため， 残効が長い培養担

体が製剤に選ばれた。 また， 成虫の羽化脱出部位が主幹

に集中することから， この部位に培養担体を施用 する方

法が考えられた。 さらに， 施用を簡便にするため， 培養

担体は細長い帯状に加工されている(図 3)。 このよう

に， 施用方法を選択するにはあらかじめ対象害虫の生態

を把握し， 高い頻度で製剤に接触する方法を選択 ・ 開発

する必要がある。 また， 施用方法と製剤の形態は密接に

関係しており， 製剤の生産を担当する農薬メーカーや防

除組合との協力は不可欠である。

皿 昆虫病原 糸状菌の試験方法

昆虫病原糸状菌は遅効的であり， 感染虫は死亡する直

前まで活動する。 したがって， 施用 聞場の感染虫や菌汚

染虫は， 健全虫と同じように移動 ・ 分散する。 さらに，

培養担体上の分生子が風雨により飛散したり， 分生子懸

濁液が散布時に無施用区や対 照区へ ドリフ 卜 することも

考えられる。 昆虫病原糸状菌は， 水平伝播や二次感染に

よってその効果が拡大されるため， それらの影響は化学

合成農薬に比べて大きい。 圃場試験を実施する場合は，

以下の方法で菌の拡散を防止する必要がある。

感染虫や菌汚染虫の移動が想定される場合， フェ ンス

や波板で物理的な障壁を設ける。 ただし， カミキリムシ

類など移動能力が高く， 物理的障壁によって移動が抑え

られない種類は， 施用区に隣接して対 照区を設定するこ

とは困難である。 このため， ケージ試験や網掛け試験な

どの準室内試験や処理区のみの 試験となる。 また， 分生

子の飛散， ドリフトによる影響を排除するため， 施用区

と無施用区 ・ 対 照区の聞には緩衝地帯を設ける。

圃場試験は， 製剤の効果を明らかにするため高密度条

件下で実施されることが多い。 また， フ ェ ンスや波板で
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図 - 3 カ ン キ ツ に お け る B. brol1gl1iarlii 製剤の施用法
上 か ら 順 に 絞 吊 り tt." 校架け法， バ ン ド 法

移動を制限す る た め， 施用区外への感染虫 ・ 菌汚染虫の
移出， 施用区内への未感染虫の移入が起 こ り に く く ， 効
果が過大に評価 さ れる傾向があ る。 一方， 実用化さ れた
場合， 対象害虫の移出入は制限 さ れず， 低密度条件下で
も 使用 さ れ る 。 こ のた め， 対象害虫や昆虫病原糸状菌の
種類に よ っ て は， 製剤の効果 を確認す る 試験 と 実用化試
験 と を分離 し て 実施す る 必要があ る 。

IV 昆 虫病原糸状菌の防除効果の判定

防除効果は， 対象害虫の生息密度， 被害程度， 病死虫
の発生推移お よ び菌密度の 4 項 目 に つ い て調査 し， 総合
的に評価す る 必要があ る 。

対象害虫の生息、密度 と 被害程度の調査は， 既存の農薬
試験の調査法， 調査基準を用 い る 。 ま た ， 病死虫の発生
消長は生息密度の調査法に準 じ て 行 う 。 た だ し， カ ミ キ
リ ム シ類の よ う に生息、密度調査で病死虫の発見が困難な
種類では， 施用圏場か ら 発生個体の一部を採集 し， 一定
期間個体飼育 し て病死虫率を求め， 感染率を推定す る 方
法 も あ る 。 病死虫 を調査す る場合， 菌叢生虫 と 硬化病死
し た個体を病死虫 と し， 別々 に計数す る。 ま た ， 産iを叢
生 し な い病死虫 と 原因不明の死亡虫の判別が難 し い場合
は， 死亡虫 と 菌叢生虫に わ け で調査す る 。

先に述べた と お り ， 見虫病原糸状菌は菌汚染虫や菌叢
生虫か ら 水平伝播， 二次感染す る。 水平伝播や二次感染
し た個体は， 施用 し た分生子 に よ っ て感染 し た個体に比
べ遅れて発病す る 。 ま た， そ の発生頻度に よ っ て は施用
区内で流行病的な発生が観察 さ れ る 場合 も あ る 。 こ のた
め， 昆虫病原糸状菌の効果試験は， 化学合成良薬に比べ
長期間， 調査す る 必要があ る 。
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図 - 4 B. brol1gnim'tii 製斉IJ施周回場 に お け る ゴ マ ダ ラ カ

ミ キ リ 成虫 の生息数， 羽化脱出孔数， 闘場 で観察
さ れた 病死虫数， 採集虫の病死虫率， 製 剤 上 の 生
存分生子数お よ び担体への接触に よ る 病死虫率叫

tl)  : 健全 虫 を 収 容 し た 容 器 に 回 収 し た 製 剤 の 一 部
(2 . 5 x 5  cm) を 入 れ 24 I時間接触 さ せ た 後， 個 体 飼
育 を行い感染の有無 を調査 し た .

研究室で培養 し た 糸状菌を使用 す る 場合は， 施用前に
分生子懸濁液 ・ 培養担体上の単位体積 (面積) 当 た り の
分生子数 と 分生子の発芽率を調査す る 。 製剤の試験であ
っ て も ， 製造後に分生子の生存率が低下す る こ と が考 え
ら れ る ので， 施用前に 同様の調査を行い， 表示さ れたカ
イ聞が保持 さ れて い る こ と を確認す る 必要があ る。 施用後
も 施用植物上や培養担体上の分生子数の推移を調査す る
こ と も 必要であ る 。 特に， 培養担体は施用後 も 新た に分
生子が形成 さ れる た め， こ の調査は重要であ る 。

B. brongniartii 製剤の試験では， 生息密度， 感染率
お よ び病死虫の発生推移を調査す る と 同時に， 施用 し た
製剤 を回収 し て単位面積当た り の分生子数 と 発芽率を調
査 した。 さ ら に ， 回収 し た培養担体に ゴマダラ カ ミ キ リ
を接触さ せ感染の有無 を調査 し， 圃場に お け る 菌密度お
よ び感染力維持期間 (残効) を推定す る た め の 目安 と し
た (図-4) 。 分生子懸濁液散布で も ， 施用植物 に 対象筈
虫 を接触さ せ感染率を求め る 方法や， 植物体上の分生子
を回収す る 方法で調査が可能であ る 。

以上の調査をすべて実施す る に は多大の労力 を必要 と
す る 。 試験に 当 た っ て は， 調査目的に応 じ て調査項 目 を
選ぶ必要があ る 。

化学合成農薬では， 対象害虫の密度 と 被害程度 を対照
薬剤 と 比較 し て評価す る 。 昆虫病原糸状菌は化学合成農
薬 と性格が異な る た め， そ の効果を単純に比較す る こ と
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は適切ではない。 あくまで， 要防除水準を基準とした防

除効果を中心に， 菌の残効， 水平伝矯や二次感染 に よる

副次的効果， 天敵に 与える影響などを総合して， 実用性

や普及性を評価しなければならない。

しかし， 農薬を取り扱う卸 業者， 小 売 業 者， J A， 農家

は専用の低温庫を保有していなし当 。 このため， 製造場所

から使用する現場までの輸送あるいは貯蔵法に ついても

事前 に検討しておくことが必要である。

V 昆虫病原糸状菌の普及上の問題点
昆虫病原糸状菌は ， 化学合成農薬と異なる特徴を多く

持っている。 また， 施用方法， 施用時期， 施用時の栽培

管理などの注意事項も多い。 さらに ， 効果の判定法も化

学合成農薬と異なる場合が多い。 普及に 際しては ， 普及

を担当する技術者， 普及センターや J Aの技術員， 使用

する農家 に 対してこれらの技術を移転し， 製剤を使用さ

せる必要がある。

現行の防除体系に 昆虫病原糸状菌製剤を導入 するため

に は， 他の病害虫の防除に 利用される農薬が製剤に 与え

る影響に ついて明らかに し， 新しい防除体系を組み立て

なければならなし当。 また， 昆虫病原糸状菌の感染が成立

するために は好適な温度と高い湿度が一定期間継続する

必要があるため， 防除体系と同時に これらの条件を満た

す栽培管理を確立する必要もある。
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昆 虫 の 飼育法 に つ い て ， 実 際 に 飼育 に 従事 さ れ て い る 方

に ， 独特の コ ツ を 含 め て 詳述 し て い た だ い た 。 総論で は ， 共

通性 の あ る ， 餌 の 種類/人工飼 料 の 調整/飼育虫 の 病気対

策/虫質管理/飼育環境/飼育施設/飼育計画 と 作業計画

な ど を ， 各論で は， 126 種 (項 目 ) の 虫 に つ き ， 材料の 採集/

餌/飼育法/作業計画/注意事項 と 問題点/参考文献 な ど

を 詳述。 付録 に ， ビ タ ミ ン混合 と そ の作 り 方， 無機塩混合物

と そ の作 り 方， 見虫用 市販人工飼料 リ ス ト を 付 す 。

くお申 し込みは前金 (現金書留 ・ 郵便振替) で本会ま で〉
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